
令和２年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

市民と協働した
地域づくりの推進

市民参画・協働の理解促進 1 市民活動推進委員会運営事業

2 市民協働啓発推進事業

3 非核平和推進事業



年 月
年度

７

１

１

１ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

委員報酬委員報酬

事業費

289182

項目

289

Ｒ１年度（実績）

182

15 15

2

　２０年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 市民活動推進委員会運営事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

1 市民活動推進委員会運営事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

1961

款

0909

2
250

項目

単位

127

Ｈ２９年度
（実績）

297

128 126事業

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

2

289

Ｒ３年度（目標）

297
297

項目

令和

事業費

156

Ｒ２年度
（実績）

126

・佐野市市民活動推進条例
・佐野市市民活動推進条例施行
規則

250 250
955 954

1,206トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

250
954

2人

時間

1,190

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（実績）

216

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

継続事業

一般事業

15

6 10 10

Ｒ２年度
（実績）

市民活動推進委員会の協議・
案件数

件

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

10

2

1,136 1,198

2

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

人権を尊重した市民参加によるまちづくり

予算細事業名

市民と協働した地域づくりの推進

市民参画・協働の理解促進

15

根拠
法令

条例等

15

１．事務事業の現状把握【DO】

Ｒ３年度
（見込）

182

Ｒ１年度
（実績）

14

Ｒ２年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

15

対象指標

人

Ｒ１年度
（実績）

行政経営部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

2

市民活動促進係

Ｒ３年度
（見込）

4

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

4

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

3

担当係

・市民活動推進委員会委員の役員 15名（任期：令和2年5月1日～令和4年4月30日)
・市民活動推進委員会　年3回開催(5月､9月は書面開催、3月17日Web会議)
・推進委員会では、市民活動促進課と市民活動センターの事業計画及び事業報告、市民活動推進計画（第四期計画）、佐野市災害
ボランティア活動条例（案）等について審議。年度末に市民活動センターの運営に関する評価を実施。
・市民活動参画支援事業及びﾓﾃﾞﾙ町会支援事業の選考を実施する佐野市市民活動支援事業審査会（7月29日開催)に会長及び委
員5名就任。
・市民活動支援事業報告会については、新型コロナウィルス感染症拡大対策のため市ホームページにおいて広く意見を募集する形
式とした。

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

市民活動促進課

政策体系コード 7111

直営

松本玲子

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

市民参加による自立したまちづくり

市民活動と協働の推進を調査審議する市民
活動推進委員会を運営するための事業。
推進条例第11条第2項で、委員会の次の所掌
事項が定められている。
(1)市民活動の推進に関する施策を調査審議
する。
(2)前号に掲げるもののほか、市民活動の推進
に必要な事項。
(3)佐野市市民活動センターの運営に関する評
価を行うこと。
(4)前3号に掲げる事項に関し、市長に意見を
述べること。

担当
組織

担当部

3

目

審議会・協議会等運営事業

事
業
区
分

236

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 236
251

千円県支出金

251

活動指標

市民活動推進委員会の開催
回数

目
的

市民活動推進委員人数

成果指標

市民活動推進委員会

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

①協働の基本的な考え方を理解していただく。
②市民と行政が協働することにより、市民力・
地域力の向上に繋がる。

市民活動の知見を持った立場から市民活動と
市民協働のあり方について意見を出してもら
い、審議・評価する。

市民と協働して進めている事
業数

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 委員報酬

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

236委員報酬

項目

297

Ｈ２９年度
（実績）

3

上位成果指標

事業費

委員報酬

251
項目

単位

回

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

本事業は、附属機関の運営事業であり、受益者負担を求める余地はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべ
き課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 ・新型コロナウイルス感染症が収束しない中、年3回会議を実施するため、集会形式の会議の実施を避けるため、書
面開催（２回）とWeb会議（１回）により実施し、予定した３回の会議により、委員から多くの意見を得る事が出来た。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

市民活動促進課 担当係 市民活動促進係市民活動推進委員会運営事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

行政経営部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
本事業は市民活動推進の仕組づくりを進めるために、平成17年度から平成21年度までの「市民協働システ
ム活用事業」を強化するために見直したもので、佐野市市民活動推進条例（平成20年4月1日施行）を具体化
した佐野市市民活動推進計画に基づき、市民協働を総合的・効果的に推進するため開始した。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

市民活動・協働をを活用した、まちづくりへの関心は高く、全国各地で独自の取組が行われている。

委員からは、「少子高齢や人口減少時代を迎えての厳しい財政状況への危機感から、地方自治体を取り巻く
環境は大いに変化している。これまでの市民サービスの全てを行政が担うことは困難であり、複雑多様化す
る市民ニーズの解決に向けて、その課題を協議する当委員会の役割は高まっている。」との意見が出され
た。
また、新型コロナウイルス感染症が収束しない中の会議の手法として、Web会議の開催や、委員の市民活動
参画支援事業の支援を受けている団体の事業へ参加について提案があった。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は、委員会の委員報酬のみなので、これ以上の削減余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

市民活動の推進に関する施策等について、審議していただくことで、市民活動の推進に資する。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

市民活動推進委員会の役割は、市民活動と協働のまちづくりの総合的な推進に寄与するものであ
り、市の政策体系に結びつく。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

この事業は、佐野市市民活動推進条例に市長の附属機関として定められているため、市が行わな
ければならない。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

市民活動推進委員会は、市民活動と協働の推進を調査審議する機関であるので、対象と意図は妥
当である。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

市民活動と市民協働に関する事項について調査審議する必要がなくなったときに廃止・休止ができる。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月

年度

７

１

１

１

73

Ｈ２９年度
（実績）

5

11

上位成果指標

事業費

報償金

43
項目

単位

回

387

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）

事業費

34報償金

項目

印刷製本費

消耗品費

35

活動指標

講演会等回数

目
的

市民

成果指標

市民、NPO･ボランティア団体等の市民活動団
体、事業者、市職員

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

①協働の基本的な考え方を理解してもらう。
②市民と行政が協働することにより、市民力・
地域力の向上に繋がる。

①講演、研修によって市民との協働に関する
意識、理解を深める。
②広報さのや情報紙によって市民の協働に関
する意識、理解を深める。

主体的に活動している市民の
割合

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 報償金

投
入
量

財源内訳 単位

69

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 69
43

0

千円県支出金

10

3

担当係

・新規採用職員研修会の開催    4月2日（木）  市役所大会議室　23名参加
・階層別職員研修会の開催　11月24日(火)　市役所大会議室　37名参加(主任級以下職員対象)
・市民活動講座「ボランティア講座」の開催　社会福祉協議会と共催　9月11日(金）、25日（金）、10月9日（金）
葛生あくと保健センター 各日13名参加
・広報さの特集記事(12月号)45,900部で市民活動参画支援事業と市民活動センターを紹介

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

市民活動促進課

政策体系コード 7111

直営

松本　玲子

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

市民参加による自立したまちづくり

市民活動と協働に関する理念や具体的活動
事例などを、広報さのや市及び市民活動セン
ターホームページ、講演会や講座などを通じて
周知し、啓発事業の実施によって市民が自ら
地域の課題解決に取り組む意識を培う。

担当
組織

担当部

3

目

広報・広聴・啓発事業

事
業
区
分

Ｒ１年度
（実績）

行政経営部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令2年度実績（令和2年度に行った主な活動内容）

5

45,900

市民活動促進係

1

Ｒ３年度
（見込）

1

6

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

45,900

7

回

90,600 45,300

-

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

384

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

市民活動に携わっている団体
数

369

Ｒ２年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

枚

117,706

対象指標

情報紙配布部数

広報さのへの記事掲載回数

人

91,400

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

人権を尊重した市民参加によるまちづくり

予算細事業名

市民と協働した地域づくりの推進

市民参画・協働の理解促進

15

0

根拠
法令

条例等

団体

120,018

行政職職員数 人 795

１．事務事業の現状把握【DO】

Ｒ３年度
（見込）

5

381

797

Ｒ１年度
（実績）

516講演会の参加者数 人

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

525

5

1,722 1,699

2

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（実績）

印刷製本費 33

216

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

継続事業

一般事業

118,450

331 73 540

Ｒ２年度
（実績）

765

2

500 450
1,908 1,717
1,951トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

500
1,908

2人

時間

1,977

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

令和

事業費

23.0

Ｒ２年度
（実績）

20.6

印刷製本費

佐野市市民協働推進員設
置要綱

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

消耗品費

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

2

62

Ｒ３年度（目標）

73
73

項目 項目

単位

18.2

Ｈ２９年度
（実績）

20

22 16.6％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

01,637

5
450

2

51

１７年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 市民協働啓発推進事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

1 市民協働啓発推進事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

1957

款

消耗品費

市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

消耗品費

42 印刷製本費

実施方法

報償金報償金

事業費

20

0

5

項目

62

Ｒ１年度（実績）

5

799

119,348

364

116,982

781



事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

市民活動と協働についての情報提供や意識啓発を行わなくとも、市民、市民活動団体、事業者が自主的に情報の収集と発信を行うことが
でき、市民が主体的にまちづくり活動に参画するようになったときに事業を終了することができる。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

教育委員会や社会福祉協議会と連携するなどし、児童・生徒等への啓発も行うことで、事業の成果
向上を図ることができる。

①政策体系との整合性　この事務事業の+B22:AV25目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

講座等の開催等により市民に対して市民活動・協働に関する知識と情報を提供することは、市民活
動への参加を促進する啓発事業であるので、政策体系に結びつくものである。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

市民との協働によるまちづくりは政策として取り組むべきものであり、意図する成果を向上させるた
めに市が牽引し取り組む課題である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

この事業の主体は市民、市民活動団体、事業者及び市であり、この主体に対しての啓発事業となる
ため対象と意図は合っている。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

平成２８年度に市民活動情報紙や広報さの特集号の記事掲載による情報提供の方法を見直し、情
報紙作成に要する経費を削減した。また栃木県事業「とちぎ協働アドバイザー派遣事業」を活用し職
員研修会を実施した。現時点においてはこれ以上の削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

行政経営部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
本事業は市民活動推進の仕組づくりを進めるために、平成17年度から平成21年度までの「市民協働システ
ム活用事業」を強化するために見直したもので、佐野市市民活動推進条例（平成20年4月1日施行）を具体化
した佐野市市民活動推進計画に基づき、市民協働を総合的・効果的に推進するため開始しました。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

市民活動と協働によるまちづくりは、全国各地の自治体で取組まれており、本市においても合併時に担当課を設置し、
その推進を図ってきた。2011年(平成23年)の東日本大震災以降、ボランティア活動の重要性が再認識され、ボランティ
ア活動に参加する方は増加傾向にある。また、この度の令和元年東日本台風において多数の災害ボランティアの方が
本市を訪れ、復旧・復興の大きな力となっているため、その役割が非常に重要であると再認識された。

推進委員会委員から市民の理解を広めなければ市民活動や協働の進展はないので、市民の意識
を高め、参加を促す啓発を重点的に行うべきとの意見がある。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

①教育委員会と連携して児童・生徒への啓発を行うことで、事業の成
果向上を図る。
②市ホームページや公式Facebookなどの情報媒体を活用し、情報発
信を行っていく。
③栃木県や民間等の事業を活用し講演会、講座、研修会等を実施し
啓発活動を行っていく。
④各種団体と共催をする等して事業を行う。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組
事業のやり方改善（成果向上の見直し） 市ホームページや公式Facebookなどの情報媒体を活用し、情報発信を行ったほか、新型コロナウイルス感

染症の状況を鑑みながら、講座、研修会等を実施し啓発活動を行った。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

市民活動促進課 担当係 市民活動促進係市民協働啓発推進事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

この事業の受益者は市民であり、個別の利用者サービスを提供する事業ではないので、受益者負
担を求めるものではない。

○

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

栃木県や民間等の事業を活用し講演
会、講座、研修会等を実施し啓発活動
を行う。各種団体と共催をする等して事
業を行う。

×

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果



年 月

年度

７

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系№ 7111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）
担当部 行政経営部 担当課 行政経営課

基本目標 市民参加による自立したまちづくり 担当係 行政経営係 担当課長名 大島　和裕

政　　策 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業
施　　策 市民と協働した地域づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 市民参画・協働の理解促進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営
事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし
市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

お話会開催
回 4 4 4 - 2

啓発用小物配布
個 250 130 - - -

原爆ポスター掲示日数
日 31 31 34 29 31

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民数 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982
お話会参加人数 人 128 133 96 -

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

原爆ポスター掲示期間中に該
当公民館に来館した人数

人 2,291 2,013 2,207 － 2,200

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

現在、市民活動をしている人
の割合

％ - 18 17 21 23

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 84 74 76 2 14
事業費計（A) 千円 84 74 76 2 14

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報償物資費 8 報償物資費 8 報償物資費 8 報償物資費 0 報償物資費 8

消耗品費 16 消耗品費 6 消耗品費 8 消耗品費 0 消耗品費 4

負担金 60 負担金 60 負担金 60 負担金 2 負担金 2

正規職員従事人数 人 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 180 180 180 100
人件費計（B) 千円 687 688 687 364 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 771 762 763 366 14

事務事業マネジメントシート

事務事業名 非核平和推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 2501 一般 2 1 23 非核平和推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

HPによる啓発、各庁舎・地区公民館への横断幕掲出などを実施した。
また、コロナウイルス感染症対策のため、非核平和ポスター展をオンラインにより開催した。
※保育園でのお話会はコロナウイルス感染症対策のため中止とした。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民の平和に対する認識を深め、平和で住み
やすい社会をつくる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

協働の基本的な考え方を理解してもらう。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

世界の恒久平和の実現と核兵器の全面撤廃
を推進するため、平成１9年３月２２日に「非
核・平和都市」を宣言し、日本非核宣言自治体
協議会に加盟している。またその理念を市民
に浸透させるため、保育園でのお話会、横断
幕の掲出を行う。
また、平成22年4月に「平和首長会議」にも加
盟している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 非核平和推進事業 担当部 行政経営部 担当課 行政経営課 担当係 行政経営係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実
施）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成１９年３月に、新市における「非核・平和都市宣言」を行って以来、市民の平和に対する認識を深
めるための事業を推進し、非核・平和思想の啓蒙・啓発を図っている。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

核兵器禁止条約への調印・批准・参加が開始されて以降、国際政治でも前向きな変化がみられると
ころであるが、国際社会全体で平和、安全に関する様々な課題や不安定要因が増えており、極東地
域においても依然解消されない状態が継続している。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

一般質問や団体から広島の平和祈念式典に佐野市の将来を担う中学生を派遣し、戦争の悲惨さと
平和の尊さを学習できるような配慮ができないかとの質問があった。

内容を見直し、コスト削減を図った。

結びついている
理由・
改善案

市民が平和に対する認識を深めることで、市民自ら平和への行動をとることを促すものなので、政策
体系に沿った事務事業である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

戦争のない世界を願って、非核平和都市宣言を行って以来、市民の平和に対する認識を深めるため
の事業を推進し、非核・平和思想の啓蒙・啓発を図ることから妥当である。
市がリーダーとなって非核・平和思想を啓発することから、民間等に委ねることはなじまない。

妥当である
理由・
改善案

非核・平和の理念を市民に浸透させ、市民の声として広く訴えることから妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

ポスター展をオンラインでも実施することで、さらに多くの市民に非核平和を啓発することができる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費については、お話会の講師謝礼と啓発に係る消耗品費等程度であるため削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

広く市民への啓蒙・啓発であるため受益者負担の余地はない。

総
合
評
価

世界の恒久平和が実現され、核兵器が全面撤廃となれば廃止できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価
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